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『企業再編の思考と手法  №３』

完全親会社を作る
（制度としての株式移転）

  １ヶ月前、日本マクドナルドは７月から「持ち
株会社」体制に移行することを発表した。ご存知
の通り、日本最強の外食チェーンとしてその名声
を欲しいままにしてきた同社も、昨年の株式公開
当りから陰りがでてきて、そこに狂牛病騒ぎが追
い討ちをかけ業績が急落下してきた。そんなこと
も今回の組織再編成の背景にあったと思うが、報
道によればハンバーガー店事業だけでなく、サン
ドイッチ店などの新規事業を立上げ、それぞれの
事業会社を持ち株会社の傘下に置くことにする
という。要は、持ち株会社の元に各事業の専門会
社が連なる形態になるのだ。
  図示すると次ぎのようになる。

               １００％保有

       Ａ社       Ｂ社        Ｃ社    ……

   

  持ち株会社がマクドナルド・ホールディングと
なり（図ではＱ社）、その１００％子会社に日本
マクドナルド（Ａ社）や今度設立するサンドイッ
チ店（Ｂ社）を置く。今後設立する（であろう）
会社（Ｃ社）も持ち株会社の傘下に置くことにな
るものと思われるが、何故こんな組織にするのだ
ろうか。

  純粋持ち株会社は平成９年度に設立解禁とな
ったものであるが、その名の通り、株式保有だけ
を目的とする会社である。グループ全体の経営戦
略構築や経営指導を行う以外は事業を行わない。
従って社員は最小限度となり、事業はそれぞれの
事業会社が行う。この組織形態のメリットは、①
事業の持つリスクを分散できる（失敗した事業は
他の事業に影響を及ぼすことなく整理できる）、
②事業に責任を負う複数の経営者を育成できる
（それぞれに１００％責任を負わせる）、③労働
条件の異なる事業を展開できる（一つの会社内で
は難しかった事業別労働雇用条件設定が、別会社

にすることによって容易になる）、等が考えられ
る。

  日本マクドナルド（図のＡ社）は、しかしどの
ような方法で自らが持ち株会社となって、事業部
門を子会社化するのであろうか。これを簡単に出
来るようにした制度が平成１１年度商法改正に
よって施行された株式移転制度である。
  「株式移転？何だそれは」と思う人も多いと思
うが、一つの会社を持ち株会社と事業会社に分け
る手法である。報道では何も触れていないが、日
本マクドナルドではおそらく次ぎの手順で持ち
株会社を作るものと思われる。
１）持ち株会社Ｑ社を設立する
２）同時にＡ社の株式をＱ社に移転する
３）Ａ社の株主にＱ社の株式を割当て、Ａ社株主
はＱ社の株主になる。
４）結果、Ａ社はＱ社の１００％子会社となる

  Ｂ社以降の子会社はＱ社が１００％資本を拠
出して設立すれば良いが、一つの会社の完全親会
社を作るのは株式移転制度の実現で簡単になっ
たのである。日本マクドナルドの新たな事業戦略
が功を奏すかどうかは判らないが、マクドナルド
だけでなくこのような組織形態をとる企業グル
ープが増えてきた。経営の司令塔である純粋持ち
株会社が上場しているケースは、数えたわけでは
ないが東証一部だけでも１０社以上あるのでは
ないだろうか。主にグループ企業再編や業界再編
などに活用されている。

  孫正義率いるソフトバンクは純粋持ち株会社
の魁であった。いかにも時代の先端を走る経営者
らしい動きだったが、しかし中小企業に持ち株会
社なんて必要あるかという疑問は当然生じると
思う。前述のメリットを生かせる場合は、やはり
複数の事業、複数の関連会社を持っている中小企
業ということになる。単発の事業の場合は活用で
きないのだろうか。
  中小企業の活用の動機はやはり事業承継であ
る。後継者がいない場合、あるいは有能な社員に
事業を任せる場合など、オーナー家が持ち株会社
を支配しその下に事業会社を置くというスタイ
ルは十分検討に値すると思う。「持ち株会社？そ
んなの遠い世界の話で関係ない」等と切り捨てな
ず、この時代には色々な発想や考え方に柔軟に対
応することが求められるのではないだろうか。

持ち株会社Ｑ社


